「『小さな政府』=大きな国民負担に反対し、もうひとつの日本、安心できる公務・公共サービスをめざす闘争本部」

　「もうひとつの日本」闘争本部NEWS　　
全国労働組合総連合　℡03-5842-5611　Fax03-5842-5620  e-mail:webmaster@zenroren.gr.jp
2006年2月10日　No.4
全労連HP(http://www.zenroren.gr.jp/jp/tousouhonbu/index.html)に掲載
「もうひとつの日本」闘争本部に期待する

　12月7日の｢もうひとつの日本｣闘争本部発足総会でも激励・連帯のあいさつをいただいた、全国保険医団体連合会の住江会長からメッセージを寄せていただきましたので紹介します。
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闘争本部第１回役員会議開く
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第1回闘争本部役員会議ひらく
130万組合員の力を結集し、情勢に応える運動を展開しよう
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　2月8日、｢もうひとつの日本｣闘争本部の第1回役員会議を開きました。当日は、17人の闘争本部役員と4人の事務局常駐役員が参加し、当面するとりくみなどについての討議を行いました。
　役員会議では、熊谷議長が、耐震偽装とライブドア、BSE、格差社会問題の四点セットが問題となっている情勢に触れつつ、｢反転構成の流れを作り出すために、春闘と合わせて力を尽くす｣とあいさつ。また、坂内事務局長も「闘争本部が始動する前から情勢が動き出した」と、今後の運動での奮闘を呼びかけました。

　西川副本部長が｢取り組みの経過と当面の活動方針｣を提案。その後の討論では、「格差社
会をテーマにした宣伝行動では反応がかつてないも
のだった」(大阪)など、｢潮目｣の変化のもとでの運
動などを議論。｢現場に足を出して話をすることで
理解が進み、共感が広がる｣、「公務はもっと民間
の中に入っていかなければいけない」、「流れを変
えるために、運動の焦点とするものを明確にする議
論が必要」など、活発な議論を展開。出された意見
について、事務局として受けとめて今後のとりくみ
を進めることを確認。特に、｢この運動で130万の
組合員の力を引き出すことが重要｣、「情勢にかみ
合った提起が求められる」ことが強調され、全国キ
ャラバンを大きく成功させるために全力をあげるこ
と、｢小さな政府を考えるシンポ｣を継続し、情勢と
かみ合った課題での開催を確認しました。
【岡山県労会議発】
　岡山県労会議は、１２月７日の全労連｢もうひとつの日本｣闘争本部の発足を踏まえて、１月7日に｢もうひとつの日本」県労闘争本部を立ち上げました。1月28日には、自治労連弁護団事務局の城塚建之弁護士を講師に「『小さな政府』・公務の市場化と憲法改正」の学習会を開催し、80人が参加しました。

10兆円の「公務」で大儲け－「小さな政府」、公務員攻撃、改憲

ライブドア事件、耐震偽装問題、米国産牛肉輸入が「小さな政府」の具体的表れ

　城塚氏は、｢小さな政府｣の具体的表れが「米国産牛肉輸入・耐震偽装問題・ライブドア事件」などであり、背景には多国籍企業の市場原理が貫徹した「新自由主義」があると強調。

これまで国民のためにあった10兆円規模の自治体の「公務」が利潤追求の道具となり、「持てる人」のみが優遇され、「持たざる人」は切り捨てられる恐れがある。その不満の受け皿として「公務員バッシング」が展開され、総人件費抑制、さらに改憲が狙われていると話されました。

経済界の情報誌には、「4つの手法を駆使してお役所仕事を奪う」として①公務を民間と競合させてコスト削減等をはかる「市場化テスト」、②税金が投入された公共財を特定の企業に丸投げして管理(＝利潤追求)をまかせる「指定管理者制度」、③民間に先行投資させ、その後の運営で投資の回収を可能とする「PFI事業」、④地方自治体が申請することによってさまざまな規制にとらわれずに民間が利潤追求できる「構造改革特区」などが紹介され、「オイシイ施設」、「注目は火葬場、病院、刑務所」などの活字が躍っていると具体的に事例をあげて生々しく説明しました。
新設の県立養護学校も対象として検討されていた－高教組調査

岡山高教組春名副委員長はPFI事業で、07年4月開校で建設中の新養護学校のことを質問。城塚氏は、学校にPFIが導入された場合、学校給食、スクールバス、電気・空調などの運営・管理が利潤の追求に利用されかねないと説明。大きな不安を持った春名氏はその後調査。新養護学校は当初県財政が厳しいことを理由にPFI導入が検討されていたが、県の「事業評価検討委員会」でPFIを導入しない方向が出ていました。その理由は「施設の維持管理については学校の性格上一部制限はあるが、民間業者に実施させることが可能である。基本的な運営業務(児童生徒に対する教育)は、学校教育法により…民間業者等に請け負わせることは困難。劣悪な環境を早期に改善する必要があり、PFIではスケジュールが1～2年遅れることが予想される。当該学校の施設整備は国庫補助事業であり、竣工時点で整備費全額を支払わなければならないので、PFIのメリットのひとつである財政支出の平準化が期待できない」などがあげられていました。春名氏は、もしPFIが導入されていればとぞっとするが、県にも良識があったとほっとしている。PFI、指定管理者などの耳慣れない用語には最大限注意すること、後手にまわらない学習・とりくみを憲法改悪反対運動と結んで進めていくことが重要性を痛感したと話しています。今後「市場化黒書」作りなどを検討することが事務局から提起されました。

以　上















役員会議に提起した諸行動





2/10　行革事務局前行動


 /20　中央諸団体との懇談会


3/ 1　 国会｢座り込み｣行動


 / 3　｢規制緩和｣反対総行動


 /10　国会議員要請行動


 /15　国会｢座り込み｣行動


 /17　全国キャラバンスタート


　↓(全国縦断キャラバン)


4/14  キャラバン集結行動


 /28　もうひとつの日本4/28集会





　








雇用と賃金がここまで破壊されるに至った。「自立、自助、自己責任論」「小さな政府論」「規制緩和」などの「小泉構造改革」がもたらした所得格差、生活格差が、現下の最大の政治課題となっている。


　昨年までの小泉の発言は「今の痛みに耐えれば、次には明るい明日がある」であったが、さすがに世論はその欺瞞を見抜きつつある。小泉自身ももはやそのフレーズは使えず、科学的、客観的統計を「偽り」「見せ掛け」と所得格差の現実を躍起になって否定している。税にしろ、社会保険料にしろ、所得再分配機能を発揮してこそが、徴収原則である。毅然とした健全な世論に、偽政者は真摯に応えねばならない。


　さらに、「耐震偽装」「ライブドア」「BSE」「防衛施設庁官製談合」の問題が露呈し、もはや小泉「構造改革」政権は末期的症状を呈して来ている。ことここにきわまってもなお、小泉「構造改革」政権は、先の９．11総選挙結果に頼った数の暴政によって、医療大改悪、庶民大増税、国民投票、公務員総人件費抑制などの法案の強行突破をねらっている。こんな悪法を許せば、それこそ、壊滅的な国民生活破壊であることは明々白々である。


　雇用と賃金を破壊し、その上社会保障を改悪する「自立、自助、自己責任論」を許さない。増税、重税を課し、その上あらゆる国民生活支援サービスを切り捨てる「小さな政府論」を許さない。日本とアメリカの大資本の利益・利潤至上社会を目論む憲法改悪を許さない。このような世論の大爆発が、今こそ必要である。圧倒的多数の個人、団体が「もうひとつの日本」めざし、集結し、大同団結することが求められている。


2006年2月8日


全国保険医団体連合会　


会　長　住 江　憲 勇　
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